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1．はじめに

環境科学センターでは、平成9年度新技術実用化

のための要素技術調査を行い、環境に関する新技術

の情報収集として各種データベース検索を行った。

この調査は研究ニーズと研究シーズを調査すること

で、今後の研究の方向性を見るためのものである。

情報源として「新聞情報データベース」、「文献デー

タベース」、「特許データベース」の3種類について

最近5年間の推移と、それに対応する新技術の開発

動向についてまとめたので報告する。

2．調査分野と調査方法

2．1調査期間

焼却炉、地球温暖化、地下水汚染、土壌浄化、容

器包装リサイクル及び廃棄物分野について1993年～

1997年の5ヶ年の情報を用いて調査した。

2．2　データベース

（1）新聞データベース

データベースとしては、社会動向の把握のため「日

経ニュース・テレコン」により検索した。これには

日経4紙の記事がデーターベースとして収録されて

いる。それ以外に、朝日新聞、毎日新聞、読売新聞、

産経新聞および日刊工業新聞の9紙を対象とした。

これ以外の新聞は地方紙や業界紙のデータベースの

ため対象から外した。

（2）文献データベース

文献データベースは研究シーズの把握を目的に

JOIS「科学技術振興財団科学技術情報」を用い検索

した。これは、「JICST科学技術文献ファイル」等科

学技術全般にわたる文献を調べるデータベースであ

る。その他参考としてPATOLIS「日本特許情報機構」

による検索も行った。
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2．3　キーワード

各データベースの検索キーワードは主に次により

行った。しかし、他に類似のキーワードがある場合

は、関連するキーワードの検索も行った。

（1）焼却炉×排気ガス処理

（2）地球温暖化×対策×技術

（4）地下水汚染　×技術　or　処理

（5）土壌浄化

（6）容器包装×リサイクル

（7）廃棄物×資源化×技術

3．調査鯖果

3．1新聞データベースの検索結果

3．1．1焼却炉の排ガス処理技術

焼却炉の排ガス処理は、ごみの量の増大に伴い種

々の形式の炉が開発されており、ここ数年ダイオキ

シンが問題となってからは、ダイオキシン除去をセ
ールスポイントとした焼却炉が販売されている。ダ

イオキシン対策の記事は、97年から急増し、焼却炉

の大型化を行なおうとしている事例及び鉄鋼業にお

ける電炉からのダイオキシン対策技術の開発を進め

るものなどがある。その他規制に関する記事が主で、

除去対策について見てみると二次燃焼室、活性コー

クスによる吸着、触媒による分解等があった。技術

供与に関する記事は2件あり、日本鋼管と川崎重工

がそれぞれ、デンマークとイタリアに焼却炉を輸出

している。廃棄物処理法によるダイオキシン類の規

制強化され、今後更に新技術の焼却炉が考案される

と考えられる。新聞に取り上げられた主な記事は表

1のとおりである。

3．1．2　地球温暖化防止技術の概要

97年12月に京都で開催された国際会議「気候変

動枠組み条約第三回締結国会議」で日本が議長国を



つとめたためか、データベースの検索件数も287件

と多い。地球温暖化防止関連記事の経時変化を見る

と、95年以前は各省庁による計画が報道され、92年

に環境庁から環境税の構想が発表されたが、時期早

尚としていた。ところが97年3月の朝日新聞に「炭

素税導入に踏み出せ」という社説が96年の環境庁調

査を基に企業の3割が炭素税に賛成しているとの記

事が記載された。温暖化防止技術の開発は、92年か

ら通産省が深海に閉じ込める実験や電力各社が発電

効率を高める研究開発を行っている。藻類や微生物

による二酸化炭素の固定化技術についても92年から

現在まで研究が行われているが、最近記事の数が減

っている。新技術関連で新聞に取り上げられた主な

記事は表2のとおりである。

表1　焼却炉排ガス処理技術の動向

開発した技術名 �掲載年月 �開発目標 �開発内容 �成果 
1 �新ゴミ処理システム 荏原 �95．9．26 �クーイオキシン完全分解、ゴミ中の �ゴミをガス化炉に連続投入550℃以下で勲分 �実用化すれば、ゴミ焼却 

日刊工業 �重金属などの灰分はスラグ �解。生成した．ガスと固形分は旋回溶融炉へ供 �設備のコストと運転コス 
中に閉じ込め回収するゴミ �給、1，350℃以上の高温で燃焼させ灰分は溶 �トの低減が実現。 
処理システム・流動床ガス化燃 �融スラグ化し、がラス状の固体として排出され 
焼システムの開発 �るn 

2 �タ’イオキシン除去可能な �97．1，28 �都市ごみ焼却炉の排出がス中 �焼却炉の排ガス中の有機物質を活性コークスで吸 �汚染したコークスを1～4年 
排がス処理システム タクマ �日刊工業 �のダーィォキシン等の有機物質を除 �着除去するシステム。三届のコークス層にがスを通過 �間で順次排出する移動局 

去する �させる方式。オーストけA＆E社の技術導入 �により除去効率90％以上 

3 �完全燃焼型産業廃 �97．3．24 �厚生省のダイオキシン規制 �独自の工夫によるバーナー方式の二次燃焼 �排ガス中のダイオキシン 
葉物焼却炉 日本サムテック �日刊工業 �強化に対応する新産業廃棄 �室に排煙を通し、900℃で完全燃焼させるこ �濃度0．1ng以下にする。 

物焼却炉 �とで排ガスを浄化する固定床炉 

4 �ダイオキシン対策 �97．6．4 �消煙装置付きガス焼却炉 �完全燃焼させることにより大部分のダイオキ �CO；30－50ppm 
焼却炉 大川トランスティん �日刊工業 ��シンを抑制する。圧縮エアーの噴出力を利用 �NOx；49ppm 

して二次燃焼室近くで完全燃焼させることで 成功 �ダイオキシン濃度は記載 
無し∩ 

5 �タ’イオキシン処理技術触 �97．7．8 �特許所有者のドイツの、／－ �多種の金属酸化物を混ぜた触媒の表面でク’イオ �活性炭で吸着する従来法 
姓による分解法 日本触媒 �日刊工業 �ケ■ンマイ・卜氏から実施を許諾さ �キシンを塩酸と炭酸がス、水に分解する。アンモ �では生じた灰を高温で融 

れた導入技術 �ニアを添加するとNOxも分解可能。 �解する必要があるが、本 法では不必要。 

表2　地球温暖化防止技術の動向
開発した技術名 �掲載年月 �開発目標 �開登内容 �成果 

1 �／、●ィォで新種の藍藻 熊本工業大学、熊 �93．3．26 �大気中の二酸化炭素からェチレ �微生物の一種「シュードモナス・刈ンrJが　r2－才キソ �この藍藻は培養液lkL 
日経産業 �ンを生成する藍藻の利用法の �ク■ルタール酸」からェチレンを生成することを発見。 �分で1時間あたり約0．01L 

実用化 �生成工程に関与する酵素の遺伝子を抽出し、 �のエチレンを生産した。同様 
本大学、理化学研 ���一般的な藍藻の細胞内に入れたところ、二酸 �の手法でプロパン等の生 
究所 ���化炭素からエチレンを作る藍藻ができた。 �産技術も開発予定。 

2 �CO2吸収能力最大の �94．3．14 �炭酸がス吸収能力の優れた藻 �式根島に生息している藻の一種が炭酸がス収 �SOx、NOxを吸収、堵 
藍藻の利用 �産経夕刊 �の利用技術の開発 �能力に優れていることを発見。一一日吸収する �養液の吸水で良いなどの 
東京電力技術研究 所 ���炭素量は約30g／m2 �利点がある。今後培養技 術の向上に取り組む。 

3 �高速電気分解・固 �94．7．18 �C02のメタノール溶液にマイナスの電 �メタノールへのC02の溶解量；60気圧で94％のCO �電極面での反応速度は5人 
定法 �日本経済 �圧をかけ、COやエチレンに還元 �2が溶解する。これを電気分解すると電流の �／cm2と工業フ‘ロセス　と同 

東京大学工学、■電 波開発 ��する方法の実用化 �90％王　がC02の　丁に　いに　　　　ること �で　っこ。1t　日 を発見。 �極100m2のC02を固定可 

4 �包按化合物として �96．‾2．5 �深海底にシヤーへーブト状物質とし �阪大では、実験容器にC02等の気体と水を �コストの間増、環境への影響 
深海貯留 大阪大学基礎工学 �日経産業 �存在するC02の包按化合物 �入れ、0℃で300気圧以上で1週間静直し �評価の問噂などの解決が 

工t　こつ　、 �し。2mm　の　　　　の包　　含　の結日 �必要 
に貯留し、メタンを取り出 �がえられた。電力中研では、液化したC02を 

部、電力中研等 ��す技術の開発 �深海底へ送り込む技術開発を行っている。 

5 �炭酸がス海洋処分 �96．8．19 　－‾▲一・⇒士 �海水の酸性化による生態系 �回収した炭酸がスを専用船に積み込み、水深 �米国エネルキ■－省との共同実 

通産省 米国エネルキ～一省 �東京読売 �への　　　　′、に止め、 �1000m前磯の　　　でⅠしこハ　ブか �験の結果による 放出された炭酸がスが海面付 近まで広がらない技術の開 発 �し海水中に捨てるシステム。 

6 �海底のメタンと入れ替 �96．8．27 �水深5000～6000mの深海底 �水とメルや炭酸がスを高い圧力下で浪合する �基礎研究段階であり、探 
える方法 �日刊工業 �で炭酸がスを包接化合物にし �と、反応して気体包接化合物の結晶ができ �海底への二酸化炭素の輪 

大阪大学基礎工学 部 ��て　じ込め、そこに　るメル �る。王　は　　　　　　で、メタンの包 �の　　　のこめの と入れ替える技術の確立 �合物等の結晶化と温度、圧力の関係などを検 討中。結晶化プロセスの原理を発見。 �開発が必要 

7 �炭酸がス物理吸着法 �9612．2 �炭酸がスの分離、除去及び処 �パイロットフ●ラントによりC02の脱着圧力、工 �左の実験により、CO2除 

東京電力 �日刊工業 �分技術の実用化 �程時間などの最適化条件の検討を行った。今 後は、加熱条件の最適化、吸着材の高性能化 によるCO2除去ユネルキ◆－の低減化をすすめる。 �去工かキ■－を30％低減した 

8 �クルラによる排ガス �97．6．10 �藻類の光合成用実験装置を �光合成能力の高いクルラrUKOOIJで約200g／ �発光体に太陽光が利用で 
対策大型実験 地球環境産業技術 �朝日 �用いて、二酸化炭素を分解 �日の二酸化炭素が処理できる。これまでの基 �きるようになれば、空気 

し、　えこ　　は　、　し �で、クルフの　　の　l、　の　て、 �′ヽン　の 
て活用する技術の開発 �空気の入れ方などを検討し、スケールアップ �だけで運転が可能になる 

研究機構（RITE） ���したもの。 �見込み。 
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3．1．3　地下水汚染及び土壌汚染対策技術

地下水汚染の技術及び処理に関係する記事は、117

件であった。92年11月1日朝日新聞朝刊に地下で

何がおきているかという記事が掲載された。この中

でポリ塩化ビフェニルや洗浄剤に使われている発癌

性のトリクロロエチレン、半導体に使われているひ素を問題提

起し、時代の先端をゆくハイテク産業が汚染源であるこ

とに注意しなければならないと概説している。また、

地下水の汚染対策のために、外国からの技術導入に

関する記事が5件あった。主として土壌汚染浄化で

あり、米国からの導入が多い。

土壌汚染に関する記事の内、技術又は処理で絞り

込んだが、266件と多い。技術導入された汚染土壌

浄化技術は13件で米国からの技術導入が多く、‾汚染

土壌の浄化が主で、新日鉄（米国）、鴻池組（カナダ）、

日立造船（ドイツ）、前澤工業（米国）、荏原（米国）、

同和鉱業（米国）、日本総研（米国）等である。タ◆ィォキ

シンの土壌汚染も問題になっており、食物からの摂取

が懸念されている。クエートの油汚染土壌の浄化を

大林組、清水建設などが行っており、成果を上げて

いる。土壌の汚染の程度を評価するシステムの開発も行

われており、土壌中の有害物質の分析方法も次第に

進んでいる。新技術関連で新聞に取り上げられた主

な記事は表3のとおりである。

3．1．4　廃棄物処理技術

廃棄物処理関係の記事は約250件あり、関心の高

さを示している。廃棄物の資源化技術の中では、ご

み焼却灰を人工石にしたり、ペットボトルから車の

シートを作ったりしている技術開発事例がある。廃

棄物処理に関する技術導入は少なく　3件であった。

技術を供与したという記事も3件あった。廃棄物処

理の対象物としては、アオコ、鋳物スラグ、鋳物砂、

下水汚泥、家電廃プラ、廃物紙、酒やと◆－ル粕、焼却

灰、乾電池、塗料、生ゴミ、廃車、ヘドロ、一般の

廃プラなどである。この内、汚泥、焼却灰、生ゴミ、

廃プラなどの処理に関する記事が多い。新技術関連

で新聞に取り上げられた主な記事は表4のとおりで

ある。

3．1．5　容器包装材リサイクル技術

容器包装材については、容器包装リサイクル法が

95年に制定され97年から本格実施されたばかりで

あり、839件と多かった。記事の内容は容器包装リ

サイクル法が消費者に密接に関係することからその

解説的なものが多い。一方、各自治体の負担が重い

表3　地下水及び土壌汚染処理技術の動向

開発した技術名 �掲載年月 �開発日1薫 �開発内容 �成果 
1 �減圧吸引法 ミヤマ �921212 �米国ラジアン社と共同で減 圧吸引法を共同開発。 �汚染された土壌に穴を掘り、ハ■イ7’を通して 真空ポンプで減圧してハ●ィ7●に開けた穴か �気化しやすい汚染物質の 処理に効果的。‖タロロこけレ 

日経産業 
ら土中の有害物質を吸引する方法。 吸引した物質は活性炭に吸着回収する。 �ン、へ◆ンセンなどの除去に有 効。 

2 � � � �地中に電流を流して電磁場を作り、土壌中 の汚染物質を分離して吸い上げる技術。 �ヽ＿＿　　　　　　　し－ 汚染物質を地中に電 流を通して処理 米藻塩保護局とGE等 �94．1．31 日経産業 �地面堀　一　一、 壌汚染物質を浄化する地中 電流分離法の開発 ��染物質を除去できるた め、安価に処理可能。 

3 �揮発性汚染物質定量 �96．3．15 �「着脱性評価手法」の確 �汚染された土壌を一定量容器に採取し、純水 �土壌に対し、安全で高い 
法の開発 鹿島 �日刊工業 �立。汚染された土壌から有 �を加えて脱着・ろ過させた後、ろ過水中の揮 �洗浄発揮する適切な洗浄 

機塩素化合物などがどの程 度分離されたかを定量的に 把握できる手法〈 �発性汚染物質を分析する。 �剤の選択が可能となる。 

4 �油汚染土壌処理 土中微生物で土壌浄 化 大成建設他 �96．6．15 日本経済 �微生物を用いて石油汚染土 壌の浄化の事業化の目途を �土中に住む石油分解菌に栄養分を与えて増や し分解させる。最適な栄養分の種類や量、浄 �油50g／土壌1kgの土 壌30m3で実証試験を実 

夕刊 �つけたのは同社が初めて。 �化途中にどんな菌が働いているか検出する技 �施約8カ月で土壌中の石 
術も開発した。 �油量45％に減らせた。 

5 �汚染診断技術 �96．9．2 �簡便なホ’リンク’技術と効率よ �調査場所を6m間附で浅く穴を掘って調べガ �効率的に汚染の有無が判 
日本経済 �く　　を見つlる手　を且 �ソリンなど　寸かったところでは2mR　で �断でき、ノ　の　　　用 

住友海上リスク総合 ��み合わせた技術の土壌検査 �調査。最後に地下約15mまでホ■－リげして �の半分以下に抑えられる 
研究所他14社 ��への応用 �汚染の地下浸透度合いを調べる。 

6 �屯気化学的浄化 �96．11．25 �重金属で汚染された土壌を �対象とする土壌の両端に電極を差し込んで直 �銅や亜鉛等の汚染土を使 
技術 �日刊工業 �電気化学的に浄化する技術 �流屯流を流し、イオンや帯屯粒子の移動に合 �った実験を実施。通電時 

で　　金　を　　　辺に �わせて　　属　　　　目こ、　　　と　とし �におlる　　　のpHを 
大林組 ��率よく移動・集積する条件 等の受用化研究 �て集積させて除去する。 �調整することで実用レへ◆ル・ で瞼去できることを確認 

7 �油汚染土壌浄化技術 相水建設 鹿島建設等 �97．1．8 �①清水建設；含油比50％ �①土を加黙して灯油で洗った後特殊な洗剤で �①含油比5％程度まで低 
産経夕刊 �以上の土壌（クエート） �2度洗いして土と油を分離する。 �減 

②鹿島建設：右の新手法 �②気泡で油を浮きあがらせる新手法 

8 �生物的環境浄化法 荏原製作所 �97．2．6 日経産業 �ハ’イオりテ’－ション（生物的環境 浄化）技術の確立 �栄養分を与えて土壌中の微生物の働きを促し たり有害物質を分解する微生物を土壌に注 �汚染濃度が低く、しかも 広いには穏合には従来の ホ●ンフ●で噴気したり土壌を 入れ替えるよりも高効率 でコ加が安い∧ 
ー　ヽ 入する。 
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という記事もある。廃プラスチックの油化プラント、

再資源化技術の実用化プラント、空き缶、発砲スチロール

等効率的に容器を回収・分別する技術開発が行われ

ており主な記事は表5のとおりである。

3．2　文献データベース

文献検索は、文献番号、タイトル、著者名、発表

文献名、抄録、キーワードなどが記載された資料を

引き出し、その中の主な文献について、報文を入手

し解析した。

3．2．1焼却炉排ガス処理技術

焼却炉からの排ガス中の酸化窒素、サワーガス、

粉塵、重金属、毒性微量有機化合物（ダイオキシン

等）の発生を防止する技術の開発状況、防止効果に

ついては、「都市廃棄物焼却炉のための大気汚染防止

の概観Jl）に詳しく述べられている。燃焼炉には、ご

みをそのまま燃やすものと、サイス寸や組成やhe釦　rate

が同じになるように前もって作られた燃料（mF）

を燃やすタイプがある。焼却炉からはHCl、SO2、NOx、

重金属、ダイオキシン等が発生するが、うまく燃焼

表4　廃棄物処理技術の動向

開発した技術名 �掲載年月 �開発目標 �開発内容 �成果 
1 �黙硬化性樹脂など靡 �92．10．1 �黙硬化性樹脂や陶磁器片な �勲硬化性アラスチックやガイシ片を使って舗道敷 �これらの廃材は国内で月 
葉物の再生 サンポリ �日刊工業 �どの再生処理困難な廃棄物 �石に再生する技術。廃棄物を出している企業 �間30，000け捨てられてい 

を再生7●ラスチック製品の材料の �に出資を求めて約80億円を集めて月間処理能 �る。東京都町田市や多摩 
一部に使用する技術の開 発へ �力5，000トンの7●ラントを設置する。 �21博会場で舗道敷石と して採用された∧ 

2 �古紙 �93．4．8 �廃物紙及び非木材パルプに �廃物紙、非木材繊維（ケナフ、モロヘイヤ �従来の湿式法に比べて再 
廃物紙を乾式法で緩 �日刊工業 �よる緩衝材の開発（発泡ス �等）‾をカッター式粉砕機で荒く粉砕した後、 �生可能紙・不可能紙の選 
衝材に再生 埼玉県 ��チロールの代替え技術） �ミル式粉砕機で解紙して綿状の乾燥したパル �別省略、大量の水や熱が 

プとする。これに樹脂系添加材を加えて乾式 �不要、脱墨や充填材の分 
プレスによる成形を行う。 �離も比重の差で分離可能 

3 �下水汚泥 �93．10．20 �浄水場で発生する汚泥を園 �汚泥の脱水ケーキを原料に乾燥、造粒した �高温で焼成するので、汚 
浄水場汚泥を園芸用 �日刊工業 �芸用土へ再資源化する技術 �後、再度乾燥させ1000℃で焼成冷却して園芸 �泥を無害、無臭、無菌化 
土へ資源化 日立i告船 ��の開発 �用土とする。造粒工程で、空気と水が通りや すく、保水力に富む団粒構造にする。 �できる。 

4 �廃プラスチックを水だけ �93．12．18 �水熱反応を利用した靡フ●ラスチ �ブラスチックと水を圧力容器に入れて、温度374℃ �触媒を使わずに分解で 
で分解 東北電力東北大学工 学部 �日軽産業 �ブタの資源化技術 �以上、圧力22．1がハ●スカル以上の状態とした �き、分解後は、油と水が 

「超臨界水」を利用。プラスチックはガソリン状 �残るだけで有害な副産物 
やグリース状の油に分解。油の種類は自由に 制御可能。1時間から3時間で分解する。 �は殆ど発生しない。 

5 �鋳物製造廃棄物を肥 �94，2．14 �鋳物製造工程で発生するキ �スラグは微細な孔を多数持つ砂粒（二酸化珪 �ダクタイル鋳鉄管を製造 
料・土壌改良材に クボタ鉄建工業 �日経産業 �ユポラスラグを肥料や土壌 �素と酸化カルシウム）けい酸カルシウムはイ �している工場で発生する 

改良材に再利用する技術の �ネ科植物の肥料、スラグに昆虫の嫌がる木酢 �年間8600トンのスラグを 
開発と事業化 �液を含ませゴルフ場の芝地の目砂に、多孔質 のため、排水性、通気性が良い �全量再資源化している 

6 �アオコ �94．8．26 �汚泥廃棄物の再資源化を図 �東京都洗足池で発生するアオコの肥料化調査 �94年6月に埼玉県熊谷市 
アオコの肥料化 日本ヘルス工業 �日刊工業 �る　r環境資源対策事業」と �を受託、除去施設から排出したアオコ（脱水 �に実証プラントを建設、 

して有機性汚泥のコンポス �ケーキ）を肥料として再資源化するため、肥 �アオコのコンポスト化に 
ト（特殊肥料）化事業に乗り �効成分や有害物質の含有量調査、植害試験な �成功。 
出す �どを実施、コンポスト化の条件を頗討。 

7 �生ゴミの高速低臭処 �95．1．18 �高速・低臭処理の実証テス �分別収集される家庭などからの生ゴミを破砕 �フ●ロセス中に発生する臭気や 
理 NEDO �日刊工業 �トによる生ゴミ処理技術の �・水分・混合などの前処理を行って高速発酵 �汚水は微生物処理により 

開発、生ゴミを効率的且つ 経済的に処理できる技術開 発 �棺に送り堆肥（コンホ●スり化する。 �排出基準以下になる。 

8 �ごみ焼却灰を資源化 NKK �95．4．26 �ごみ焼却灰を高温溶融して �電気抵抗式灰溶融炉により、スラグと金属分 �ごみを無公害化、減容化 
日刊工業 �メ　ル　スラ　に完 �亡　に　　　る一め　　名　　　斗 �る7‾　　　　して しー7C L、溶融物を均質緻密に固 �7G　L． イル、テラゾウタイル、下層路盤材、埋め立 �っとも有効と考えられて 

形化する技術の開発。 �て材に活用可能。 �いる。 

9 �乾電池の金属原料、 �95．11．1 �乾電池廃棄物量の減少と再 �外装を外して破砕処理後硫酸系水溶液に溶か �乾式法に比べて処理温度 
水溶液として回収再 生 ソニー �日経産業 �資源化。 �す。有機不純物をろ過し、水銀は酸化還元法 �が低い。‘燃料を燃焼する 

で除く。成分調製した水溶液を100℃で1時 �ことが無いので、二酸化 
間反応させ、乾燥粉末とする �炭素の発生が無い。 

10 �産廃アッシュ等を建 �96．2．23 �無機常温結合法による産廃 �各種廃棄物に特殊セメントのシリカハードと �環境技術研究協会の協力 
材などに再利用 LFL科学指術研究所 �日刊工業 �アッシュ等を建材に再利用 �水を加え、常温重合装置で無機結合させた後 �で廃棄物の再資源化モデ 

する企業化研究に着手 �成形し、表面にカラー印刷する �ルプラントを作る。 

11 �生ゴミから水やメタン �96．5．2Jl �高温メタン発酵で有機性廃棄物 �このシステムは、生ゴミ粉砕機、高温メタン発酵ハ●ィ �1トンの生ゴミが1／1000と 

を生成 鹿島 �日経産業 �を処理するシステムの売り込み �オけククー、活性汚泥処理槽から成る。砕いた生 �なる．。コストはコンポス 
ゴミを同じ重量の水と混ぜてから′、●ィォけククー �トに比べて設置費が1／3、 

で、水とハ■ィォがス（メタン＋炭酸ガス）に分解す る（ �維持費が1／5になる。 

12 �廃棄物焼却灰で石材 �97．3．19 �都立工業技術センターと共同開 �焼却灰に含まれるシリカ、アルミナ、石灰の �この人工石は、圧縮強 
を製造 月島機械 �日刊工業 �発した灰から結晶化ガラス �主成分を調整、1400～1500℃の温度で溶融、 �度こ　曲げ強度が優れ、天 

を製造する技術から開発し �ガラス成形品とする。これを800～900℃に保 �然御影石と同等以上の物 
た石材化技術と装置の販売 �ち、金属酸化物の働きにより結晶核を発生さ �性を保有している。酸性 

せ、加熱して1000～1100℃で結晶を析出さ �雨にも強い。下水道事業 
せ、冷却して石■とする。 �団から一日三トンを処理 する商業炉を隻注した∩ 
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表5　容器包装材リサイクル技術の動向

開発した技術名 �掲載年月 �開発目標 �開発内容 �成果 
1 �塩素系プラスチック �92，12．3 �塩素系化合物を含むプラス �紳かく粉砕したフ’ラスチブタに南濃匿のアル朋水再 �廃材1キロ当たり約Jリッ 
廃材の油化技術 東芝 �日本経済 �チック廃材をガソリンや灯 �液を加える等して加熱、生じる分解ガスを冷 �トルの割合で灯油やガソ 

油にする技術の開発。 �却して油を回収 �リンを回収できる。 

2 �廃プラスチック油化 �96．1．19 �機能は従来型と同等、価格 �ホ●リエチレン、ホ●けロヒ’レン、ホ’ワスチレンやABS樹脂 �食品製造、化学、産廃処 
ブラントの小型高機能 �日経産業 �は1／3。対象は容器包装 �等をが刈ン50％、灯油30％、軽油20％の浪合 �理脂等3杜に納入内定。 
タイプの開発 フシ■サイル ��ごみの処理責任を負う製造 �油に転換する装置。年間処理能力2，000トン 

業者からの適正規模で低価 �（従来は5，000け）。ポリ塩化ビニルの無害化 
格の設備の要望。 �設備を標準整備。価格12億5千万円と1／3 

3 �発砲スチロール溶解再生 �96．5．10 �米IFS社の開発した発泡ス �同装置は、米IFS社が開発した柑橘類から �既に約6000杜から引き合 
装置の販売 スタイロシ■ヤハ●ン �日本経済 �チロールの溶解装置の総発売元 �取った減容剤を噴義すると、スチロールはでリー状 �がある。 

となり、全国で販売する。 �となり体積は1／100から1／200に減る。これを ホ‘リスチレン、減容剤、不純物に分離してホ●リスチレン を発泡スチレンの原料とする∩ 

4 �へ’ッげトルで吸音材 日産自動車 �97．2．13 �使用済みペットボトルを業 �日産は三菱化学と共同で、再生ホ‘リエステル樹脂 �従来の吸音材はフェルト 
日軽産業 �界初めて車の吸音材にリサ �を直径15ミク吋の繊維状にする技術を確立し �であったが、リサイル困難で 

イクル利用。 �た。日産系の部品メーか一はその繊維状素材から �あった。再生素材利用で 
吸音材を加工する。 �大幅な軽量化も実現コストを 15％減らせる（ 

5 �廃ガラス再資源化 アサヒヒ■－ルハ●ブクス �97．3．4 �無色がラスとして再資源化で �無色がラスの表面に1ミクロン以下の厚さで有機染 �メーか・大手8社の96年のがラ 
日本経済 �きる着色ガラス瓶の開発 �料を含む酸化けい素膜をコうインク◆する。回収 �ス瓶生産量約200万200tの 

後に熱で溶融すれば有機染料が分解、無色が �内無色と茶色は約88％を 
大阪府立大学 ���ラスとして再資源化できる。 �占め、資源化されてい る（ 

6 �回収容器包装ごみ全 �97．3．7 �容器包装リサイクル法を受 �高圧水の噴射による破袋機、磁力と風、振動 �へ◆小トコンヘ■ヤー等でつない 
自動選別システム 三菱重工 �日刊工業 �けて、缶と瓶、フ’ラスチック包装 �を組み合わせた選別機、画像処理分析で透明 �で、破砕した粗大ゴミと 

や割れガラス、その他のゴ �と茶、黒、緑に瓶を自動選別する装置、近赤 �買い物袋などに入ったま 
ミの全自動選別システムの �外線分析と打撃反発性、エアジェットを組み �まの包装ごみを缶はアル 
開発 �合わせ、プラボトルをPET製とポリ塩化ビ �ミ製とスチール製、ガラスは 

ニール製、ポリエチレン製に選別する装置、 �種類別の資源コ●ミとその 
可視光線を当てて割れガラスを透明と茶、そ �他のゴミに自動分別。回 
の他にi芦別する装置など �収率を80％に遺した∩ 

7 �空容器回収事業に参 �97．7．11 �米のエンヒ’フ’コ社製の空缶回収 �容器の材質を自動識別してチップ状に粉砕す �10台を岐阜県穂積町に納 
入 富士宮槻 �日軽産業 �・粉砕機を日本仕様に独自 改良 �る仕組み。 �入した。 

8 �全自動空缶処理機の �97．7．16 �従来の大型や足踏み式の空 �上から缶を投入すると、アルミ、スチール別に異 �小型のため価格も割安、 
開発 未崎機械研究所 �日刊工業 �缶処理機より小型で、全日 �なるブレス圧力（約20け）で、自動的に圧縮処 �小規模な市町村での活用 

勤式のものの開発 �理し、下から排出、処理後は約7kgの長方 �に効果的。容器包装リサ 
形のバンドルとなる。約180個が1分間で処 理可能【 �イクル法対策 

制御すれば、これらの物質を濃度を99％以上少なく

することができるとしている。また、少し古い文献

であるが、r廃棄物処理における新技術焼却処理及び

資源化技術の動向J Hの中に焼却処理に使われている

炉の形式、排ガスや焼却残さ処理などの二次公害防

止対策、灰固化方式、マイクロ波溶融炉、都市ゴミ

の資源化プロセスが述べられている。

タ■ィォキシンについては「防止技術報告者のコメント了）

に詳しい。これは87年に米国で開催された第7回塩

素化ジオキシン及び関連化合物に関する国際シンポシ◆ユ

ウムの報告である。タ●ィォキシン類の生成と分解、環境のタ◆

イオキシン汚染防止新技術、その分解技術などについて述

べている。新技術関連の主な文献は表6のとおりで

ある。特許出願でみると焼却炉の排ガス中のダイオ

キシンの処理について、この5年間で164件も出願

されているが、今後もっと増えるものと思われる。

3．2．2　地球温暖化物質排出量減少対策

90年に策定された地球温暖化防止行動計画の目標

達成のためには、エネルキ◆－利用効率の向上、再生可能

なェネ／げ－の導入、CO2吸収源の拡大などが必要であ

ると資源環境技総研が95年に発表‘）している。これ
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が、地球温暖化対策技術開発の方向であると考えら

れる。

電気学会が92年に「温室効果ガスと化石燃料発電

システムの動向」5）として、①温室効果ガスによる地球温

暖化とその低減への動き、②地球温暖化を抑制する

化石燃料発電システムの調査、③C02の回収・再利用・

固定・貯留技術の調査を行い、報告書として発表し

ている。

さらに電力中研から92年に「電気事業における

CO2対策技術開発の動向」‘）として、地球温暖化問

題への取組みを会社別に紹介。基礎研究、実証プラント

顔階のものが多いとしている。深海底への貯留があ

るが、C02の固定技術には生物学的なものと化学的

なものとがあり、92年当時は未だ実歓喜レヘ●ルの基礎

研究段階であると紹介。さらに、95年に　rC02の分

離、回収、処理の技術は、CO2対策として有用であ

るか－エネげ－消費、コスト等からの検討と将来展望一了

として、①代表的なC02の分離回収技術、②最近

の研究開発状況と各国の取組み状況③火力発電所か

らのC02の回収・処理のトータルシステム評価、④

C02の分離回収処理技術の期待と展望、⑤実現の可

能性の高い技術の紹介している。分離回収技術とし



表6　研究開発された焼却炉排ガス対策技術の動向
・開発した技術・機関 �防発目標 �開発内容 �文　献 

1 � � �■　　　　ゝ �月刊廃棄物，7（6），88－92． 廃77スチックを含む都市ゴ ミ分別焼却炉の塩化水 �都市ゴミより分別しれた靡77スチック類 を焼却処理する際に発生する塩化水 �流動床焼却炉で焼　－　フグ る塩化水素を炉内で乾式中和して大気中への排 

素除去 �素を、簡便かつ低濃度まで中和除去＿ �出を抑制する実験を行った。ナトリウム系中和剤の 
プラスチック処理促進協会 他 �する技術の開発 �方がカルシウム系よりも優れている。 

2 �湿式イオン化スクラバー �イオン化荷電粒子の「鏡像引力」を利 用した煤塵微粒子や液滴を高効率 �気　の微粒　は、　向　　の　ン �Int．SyⅡlp．InclnerlndHazard 
内を通過し荷電する　次いでこの荷電粒子は、湿 �Wa5teSH85－100．1988． 

CeilcoteCo．， �低エネルキ」で捕集するスクラバーの開 発 �　　○ 式の充填スクラバ－によって捕集される。HCl、HF， S02等のガスはテラレットを充填した吸収塔で吸収さ れる（ 

3 �回転式焼却炉の開発 東邦ガス �特に含水率の高い食品汚泥などの 廃棄物を天然ガスを用いて完全に無 煙無臭焼却する焼却炉の開発 �の′；の　い．　バー　ー　　い、 �p　　，ETI，4215，p96， 
物に効果的に火炎を当てて省エネルギー化を図 �1994． 
った。排ガスは再循環させ無煙・無臭化を実現。 

4 �☆　炉　ガスの浄化 �スタティックでキサー　吸収剤の注入　ろ、 �吸膿は糾こ石灰を用いてル動　を　加させ、Cd，Hg �Herbet．MS，lnfChlm，317， 

式法 DCE �による集塵装置の開発 �など揮発性重金属の捕集効率を高める場合には、 排ガスを130℃程度に冷却。 �p208－209．1990． 

5 �活性木炭の利用 EC内の各社 �活性炭を用いて　焼却炉排ガス中の �装置の構成は、負xedbed，direct涌ection �FOUHY．K，ChemEng，99（6）， 
ダイオキシンや重金属等を吸　させる、 �circulating伽idi2ledbed　sprayadsorption �p3ト35，1992． 　A′婆与∠ゝヽ 

犀の開発。規制値の1／10まで除去で �その他、ダイオキシンの触媒分解、電気集塵器も付け 
きるスーパー技術の開発。 �ることができる。各装置の機能については報文を 参照のこと∩ 

6 �湿式排煙脱硫装置新技 �大容量排ガス処理の主流となってい �装置性能の向上、吸収剤使用量の低減、排水中 �池野栄勝他．日本機工千石ソ 
術 �る湿式石灰石・石膏法について紹介 �のCOD起因物質低減に有効な同時脱硫酸化方式 �ンポ，2，p245－249，1992 
石川島播磨重工業 ��の概要の紹介。 

表7　研究開発された地球温暖化対策技術の動向

開発した技術・機関 �関」発自損 �、　開零内容 �文　献 
1 �C02を深い海の底に閉 �C02を発電所で回収し、深海底に閉 �水深600m以上でC02は液体となり、300m以上 �NewEnergy，96，p34－35，1992． 
じ込める 電力中央研究所 �じ込める技術の開発 �の深海では海水より重くなって海底に沈みやすく なる。その表面にシヤーへ●ット状の薄い膜ができて海 水中に広がり難くなる。 

2 �微細藻類によって大気中 �高濃度のCO2　中で増殖する藻類の �高濃度CO2中で増殖し、かつ増殖能力の高い微 �中部電力技術ニュース，65， 
のC02を吸収固定する �選択と最適培養条件の検討 �細藻類をサンプリングした。得られた藻類について �p13－14，1995． 
研究 ��最適培養条件を検討し、効率的にCO2吸収固定 
中叡電力仇 ��する粂件を明らかにした〈 
3 �生物による二酸化炭素の �各種生物的方法とそれ以外の方法と �植林と微細藻類による固定、植物プランクトンを通し �斎木博，資源と素材．110（14）， 
固定 電力中研 �のコスト効果の比較・ �て海洋に吸収させる方法と他方法としてして、COZ の回収と海洋投棄・地中処理の経済性、炭素税 課税によるCO2削減効果をあげ、比較した。 �plO75－1081，1994． 

4 �関西電力がめざす排煙 �排煙中のC02を吸収液に吸収させ �1990年5月試験装置により試験した結果、CO2 �エネルギー，27（3），p30－33， 
脱炭技術 関西電力仇 �た後、それから回収する方法の開発 �の吸収率は90％以上であった。また、ハブト藻を 使った固定化技術の試験を行っている。 �199⊥1 

ては、化学吸収、物理吸収、C02の分離・回収、膜

分離法、高分子膜・液膜、深冷分離法、直接回収法

等の要素技術とこれらのプロセス体系が示されてい

る。新技術関連の主な文献は表7のとおりである。

特許出願について炭酸ガスあるいは二酸化炭素を

検索すると、12，110件の多数の特許出願があった。

しかし、温暖化ガスの内、炭酸ガス対策に偏りが見

られる。技術として電力業界が開発を行っている「深

海底に炭酸ガスを投棄する方法」、「炭酸ガス深海送

込み装置」、「二酸化炭素の深海への送込み方法」、等

が該当する。炭酸ガスを還元する触媒の開発も行わ

れており、「炭酸ガス還元用硫化タングステン触媒及

びその製造方法」等が提案されている。

3．2．3　汚染地下水浄化及び土壌汚染浄化技術

長野県衛生公害研では「土壌・地下水汚染の修復

技術」さ）の報文の中で次のように述べている。土壌

や地下水汚染を処理する際、汚染の程度、広がり、

地形、地質、周辺地域の状況、土地利用状況など現

地の自然的・社会的状況を考慮し、最も適切な方法

を選ぶ。現在、処理技術としては次のものが上げら

れる。①土壌掘削法、②真空抽出法（土壌ガス吸引

法）、③地下水揚水法、◎原位置ガラス固化法、⑤′、◆

イオレメディユーション（生物処理）、⑥土壌洗浄法、⑦その他。

この中でハ◆ィォレメデイエーションとは、微生物が持つ化学物

質の分解能力を利用して、環境中の有害物質を分解
・無害化する修復技術である。

土壌が汚染されると地下水が汚染される。そのた

め、地下水と共通なものがあり、検索された文献は

高度の技術開発である一方、大部分は総説或いは解

説に相当するものであった。これらを用いて全体を

概観すると、国内の技術には特に画期的なものはな
い。地下水及び土壌汚染浄化についての新技術関連

の主な文献は表8のとおりである。
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3．2．4廃棄物資源化技術

廃棄物資源化にも多くの種類の廃棄物がある。こ

れらの対策を一つ一つ解決して行く必要がある。検

索された文献川）の中から特にrリサイクルと資源化

技術の可能性」について述べたものがあり、いろい

ろなアイデアが述べられている。資源化についての

新技術関連の主な文献は表9のとおりである。

表8　研究開発された地下水及び土壌汚染処理技術の動向
、開発した技術・機関 �開発目標 �開発内容 �文　献 

1 �の－ �で行　　　い �堆肥化作用のバクテリア反応により、有機塩素系 溶剤の浄化能力のあることが確認された。鶏糞堆 �日暮淳．打ocSymp，5， p215－218，1995・ 
化実験 �る地下水汚染防止工事ででた有機 

の　巴に　る、　　　　行 �巴より　　　　　　　　巴の　が分解能　が高か 

明治コンサルタント 千董県水管保全研 �い、効果を調べた。 �った。 

2 �ハ’イオレメデイエーションによる �ハ’イオレメデイエーションによるトリクロロエチレン �予備実験では、現地に生息する微生物の活性及 �土籍生修三他，熊谷組技術研 

土壌・地下水汚染修復 �等の有機塩素系化合物分解に際し �び分解能を確認した。実証実験では、現地におけ �究報告，55，p5卜58，1996． 
実証実験 熊谷組技研 �ての予備実験と実証実験 �る微生物の増殖及びトリクロロエチレンの分解試験を行 い、分解活性が40日間持続したことを確認。 

3 �クレオソート汚染土壌の �コルタールや木材処理の工場跡地周 �カラム試験では微生物分解無しでは、PAH（多環 �NELSONM　D． 
insitu微生物分解 ミネソタ大学 �辺から地下水汚染が発見された。揚 �芳香族炭化水素）の除去は遅かった。Insitu教生 �ProcIndWaSteConr，50， 

水システムによる対策では不十分であ �物分解では、十分な酸素供給が得られるならPAH �p129－137，1996・ 
ったため、微生物分解法を検討した。 �は完全に除去でき、汚染源の除去が可能であっ た＜ 

4 �二つのハ●ィォボールトでの �トリク叩エチレン等のVOCで汚染した廃 �40週間の処理の結果、ハ‘ィオホ●－小技術は好気性 �RAMSDENDK，ProcMid－Atl 

嫌気性と好気性分解の �葉物処理サイトの最も低い隅にホ●－ル �／嫌気性浪合方式共に、VOC処理能力に優れて �IndHazardWasteCo鴫28． 
比較 ENSRConsultingande m血erjngTX �トの水油を設置し微生物分解を促進 する。 �いることを証明した。 �p15－27．1996・ 

5 �無水アンモニア及びメタ �トリクロロエチレン（TCE）を含む塩素化アル �抽出井戸は空気によって好気性微生物を活性化 �CRONCERC，ProcMid－Atl 
ン注入によるTECのins �ケンで汚染したサイトに30の気体抽出 �させるために設けた。注入井戸から多岐管を通し、 �l ndHazardlVasteConL28． 
itu微生物分解 �井戸及び30の栄養素注入井戸を設 �周期的に無水アンモニア及びメタンを注入した。こ 
R．E．WrightEnvironme nt－allnc．．PA �直し試験した。 �れらの対策によって微生物個体数は増加した。 �p8－14，1996． 

6 �細菌を利用したテトラクロロ �低沸点有機塩素化合物の中でもPCE �最近PCEを強力にi／’クロロエチレン（DCE）へと脱塩素化 �世良暢之他，資源環境対乳3 
エチレン（PCE）の分解 福岡県保健環境研 仇 �ま、好気性雰囲気では微生物によっ �する嫌気性菌Y51株の純粋分離に成功し、ビフェニ �3（3），p263－269，1997・ 

て全く分解されない。この分解方法を �ルシ●ォキシナーゼとトルエンゾオキシナーゼとの間でハイ7●リッ 
開発する。 �ri／’ォキシナーでを構築し、TCEやDCEを極めて効率 

よく分解することを明らかにした∩ 
7 �メタン注入はどのようにし �天然ガスの注入とエアストリッビン●を組合 �メタンの注入は有機塩素系溶剤を分解する能力を �SUTFINJA，lntGroundWat 
て塩素系溶剤を攻撃す �わせて汚染土壌や地下水を現場で �持つ微生物を活性化する。副生物にも毒性はな �erTechnol，2（4），p7－9，1996． 
るか PhilipEnYironment－alS erv．CorD．USA �浄化可能である。天然ガスの代わり にメタンを用いた。 �い。 

表9　研究開発された廃棄物資源化技術の動向

開発した技術・機関 �開発目標 �開発内容 �文　献 
1 �圧延廃油の資源化 新日本製鉄 �圧延廃油のコークス炉でのガス化技 �前者は廃油中の鉄分除去、コークス炉への均一投入 �西沢晃一他，リサイクル壬支術研究 

術と焼却炉での高効率燃焼技術開 �法及びガス化残さの無害性確証を行った。後者は �発表会，4，P67－70，1996． 
発 �コークス炉でのガス化が困難な常温で半固体の廃油 を対象とした。所内で回収した再生油との浪合によ り流動性を高め噴轟燃焼可能とした∩ 

2 �コークスへ’ット■式灰浴融炉に �焼却残さの適正処理及び資源化を �炉下部に形成した赤黙したコークスへ’ッド層に溶融物 �生活と環境，42（1），p77－82， 
よる焼却残さの溶融処理 新日本製鉄 �目的としたコークスへ●ッド式灰溶融炉で �を投入して溶融する。全速ストカ焼却炉の主灰に �1997． 

の焼却残さの溶融処理技術の開発 �焼却飛灰を混合し、重金属の挙動に注目しながら 実験した（ 

3 �NKK式完結型一貫リサイク �瓶、缶、プラスチックの分別・回収・有効 �これは分別ゴミ資源化システムと廃プラスチック高炉原 �産業と環境．25（11），p85－86， 
ルシステム �利用までの一連のシステムの開発 �料化システムとで構成。一括収集した都市ゴミからガ ラス瓶、スチール缶、アルミ缶プラスチックに選別し、ブラスチ �1996． 

NKK ��ックからPVCを除いて粉砕し造粒し、1100℃の熱風 と共に高炉内に吹き込み、還元ガス化して鉄鉱石 の還元・加熱・溶射こ利用する．＿． 

4 �汚泥燃料化プロシ●ェクト �汚泥を低炭化度の石炭と混合する方 �この処理プロセスは活性汚泥法等の従来法に比べ �産業と環境，25（11）．l）74－75， 
法により汚泥処理70ロセスの合理化と �て経済性に優れ環境にやさしく、燃料化プロセスを �1996． 

三菱マテリアル �汚泥の燃料化を可能にする技術の開 �付加すると処理後の脱水ケークが固形燃料として石 発 �炭の代替え燃料として使用できる。 

5 �油化不適物は自動選別 �油化不適物は自動選別し廃プラから �装置構成；（1）前処理装置・油化不適物を比重差分 �産業と環境．25（8），p89－91． 
日立造船 �油を回収する技術の開発 �離、（2）油化装置・熱分解釜、反応塔、生成油回収 部からなる。 �1996． 

6 �液相造拉法による石油コ �石油コークス燃焼で発生する未燃焼灰 �未燃焼懸濁液に油系ハーィンダーを添加し、機械的授 �産業と環境，25（8），p99－101， 
ークス燃焼灰回収システム 永田製作所昭和シェル 石油 �の可燃分を選択的に造拉し、へ●レットと して回収、灰分を除去するシステムの開 発 �絆により可燃分のへ‘レットを形成させる。 �1996． 

7 �靡アラスチック減容固形機 �廃プラスチックを減容化する技術の �標記減容機は、200mm以下に破砕した廃プラを圧 �産業と環境．24（11），plO6－107， 1995． 

機能性を高めたrマルチホー �開発 �緒によって太さ35mm、長さ30－100mmのへ●レットに 
マ‾」 ��減容固形化化する。体積は1／10－1／15になる。実 

御池鉄工所 ��比重は約1．0 
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3．2．5　容器包装リサイクル技術

この分野の報文は、95年に「容器包装に係わる分

別収集及び再商品化の促進に関する法律」（容器包装

リサイクル法）が制定されてから急激に多くなった。

容器の内、PETボトルとガラス瓶は特定容器として

97年4月から施行対象となっている。このため、JOIS

で検索した報文も、殆どが96年と97年に報告され

ている。

JOISの検索結果では、廃プラスチック全般（PETボ

トル、プラスチックフィルム、発泡スチロール等）

が問題であるとしている。しかし、内容的には総説

や解説が多いため、画期的な開発成果をまとめるま

でにはいたらなかった。

4．おわりに

環境関連の新技術要素技術調査について新聞、文

献、特許データベースを用いて行った。この中で特

にタやィォキシンに除去を目的とした焼却炉、地球温暖化の

二酸化炭素の固定化技術、容器包装リサイクル関連の廃プ

ラスチックの油化・pETボトルのリサイクル技術、地下

水・土壌浄化のバイオレメディェーション等土壌汚

－74－

染修復技術の新技術は、この5年間に起こったエポ

ックとして新聞に数多く取り上げられている。

今後、このような調査結果を継続的に行いながら

当センターの研究業務に活用するとともに、大学、

民間企業等との共同研究を推進するための一資料と

していきたい。
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